
 

 

 

 

令和６年度普通交付税決定額等（県分） 
 

１．令和６年度普通交付税交付決定額 

令和６年度 令和５年度 差  引 対前年度比 

千円 

 

１２６，３５６，８５３ 

千円 

 

１２７，０４４，８１４ 

千円 

 

▲６８７，９６１ 

 

％ 

 

▲０．５ 

 

 

２．令和６年度臨時財政対策債発行可能額 

令和６年度 令和５年度 差  引 対前年度比 

千円 

 

１，１６８，６４０ 

千円 

 

２，６８６，５２９ 

千円 

 

▲１，５１７，８８９ 

 

％ 

 

▲５６．５ 

 

 

３．普通交付税交付決定額と臨時財政対策債発行可能額の合計 

令和６年度 令和５年度 差  引 対前年度比 

千円 

 

１２７，５２５，４９３ 

千円 

 

１２９，７３１，３４３ 

千円 

 

▲２，２０５，８５０ 

 

％ 

 

▲１．７ 

 

○ 全国的な動きと同様、単位費用の増等により基準財政需要額が増となったものの、法人事

業税等の基準財政収入額が増となったことなどにより、昨年度より２２億円の減。 

 

４．令和６年度地方特例交付金交付決定額 

令和６年度 令和５年度 差  引 対前年度比 

千円 

 

３，３１８，３９９ 

千円 

 

５８５，１０７ 

千円 

 

＋２，７３３，２９２ 

 

％ 

 

＋４６７．１ 

 

○ 個人住民税における定額減税による減収額を補塡するため、定額減税減収補塡特例交付金

が創設されたことにより、大幅増となっている。 

令和６年７月２３日（火） 

予算課 予算・財源グループ 

担当：靜・籔地（内線：２１３２） 

ダイヤルイン：８３２－３０３４ 


